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市民参加と市民協働の実施状況（平成 27 年度）に関する総合的評価 

 

 

総合的評価のまとめと提言 

 

当審議会が答申した「無作為抽出制度の一層の活用」については、引き続き平成 28 年度に入

っても推進され、この３年間無作為抽出制度を活用して募集した審議会等についてはすべて定

員以上の応募をいただき、大きな効果があったと言える。本年度「市民モニター制度の早期導

入」についても開始され、今後の活用に期待される。 

４月には、これまで審議が続けられてきた市民活動支援センターが開設された。当審議会に

て状況を見守りつつ、市民参加と市民協働の推進に大きく寄与していくことを願う。    

様々な施策を今後も試行錯誤しながらも改善していくという姿勢をもって、参加と協働の推

進をお願いし、以下３つの提言を持って、当審議会の答申とする。 

 

 

■ 提言１. 「市民提案型市民協働事業」申請団体の促進 

平成 26 年度に「行政提案型市民協働事業」を導入し、平成 26 年度は４団体、平成 27 年度

には１団体、平成 28 年度には２団体が応募となり、市民協働事業の推進につながっていると

言える。 

従来の「市民提案型市民協働事業」においては、平成 24 年度から 26 年度までの３年間応

募が無かったが平成 27 年度は１件、平成 28 年度は１件と少ないながらも応募があった。こ

れを維持・拡大できるよう、より申請しやすい環境を整えるべきである。 

 

■ 提言２.「市民モニター制度」の効果的な活用 

「市民モニター制度」が開始され、定員である 50 名のモニターの方に登録していただい

ている。今後モニターを十分に活用し、さらなる市民参加の促進につなげていくことを期待

する。 

パブリックコメントや各種説明会への参加数改善や幅広い市民参加につながるよう活用

されたい。その他、効果的に本制度を活用する工夫を当審議会とともに考えていく必要があ

る。 

 

■ 提言３.市民活動支援センター「こまえくぼ１２３４」の活用促進 

   市民活動支援センター「こまえくぼ１２３４」の開設により、狛江市の市民協働がさら

に広がっていくことが大いに期待される。 

   市としてセンターの周知・浸透を徹底していくとともに、様々な分野で連携し活用され

るようセンターをしっかりとバックアップしていただきたい。 
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第一章 総合的評価について   

  

狛江市（以下「市」という。）は、いち早く、平成 15 年４月に「狛江市の市民参加と市民協

働の推進に関する基本条例」（以下「基本条例」という。）を施行し、以降、様々な市民参加手

続きと市民協働事業を実施してきた。 

狛江市市民参加と市民協働に関する審議会（以下「審議会」という。）は、当該基本条例の第

30 条第１項の規定により設立され、同条第２項の規定により、市長から以下のとおり、諮問を

受け調査及び審議を行っている。 

 （1）市民参加と市民協働の実施状況に関する総合的評価の実施。ほか、市民参加と市民協働

の推進の検討と改善 

 （2）市民参加の手続きの方法及び市民協働事業の提案に関する事項 

本総合的評価は、第１号の諮問を受け、実施するものである。 

答申の提案等については、速やかに検討・実施されるようにするため、平成 27 年度と平成 28

年度上半期までの現状分析と評価を行い、抽出された課題の解決に向けた方策を提言等として

まとめた。 

 

 

第二章 市民参加の評価 

 

１．平成 27 年度の市民参加の実施状況 

（1）市民参加手続き等の種類 

市民参加の定義： 

「行政活動に市民の意見を反映するため、行政活動の企画立案から実施、評価に至るまで、

市民が様々な形で参加すること」（基本条例第２条第１号） 

市民参加に関する具体的な手続き：  

① 審議会等（基本条例第２章第２節） 

② パブリックコメント（同第３節） 

③ 公聴会（同第４節） 

④ その他の市民参加手続き（説明会、ワークショップ、フォーラムまたはシンポジウ

ムなど）（同第５節） 

 

（2）市民参加の実施状況等【資料「市民参加実施状況（平成 27 年度実績）集計結果」等参照】 

◆審議会等 

（公募市民委員の充足率等） 

   85％（平成 25 年度 83％、26 年度は 83％） 

後期基本計画で定める目標（平成 31 年度 85%）を達成。 

   女性が占める割合は 45％で、平成 26 年度の 40％から増加した。 

（審議会等の公開） 
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原則公開。今後も開かれた市民参加の機会が確保されるよう努めてほしい。 

（会議録の公表と公表時期について） 

   教科書選定協議会の非公表を除き、すべての会議録が公表された。 

   会議録の公表時期については、期間内に公表できなかった、あるいは一部が公表できな

かったが見受けられ、さらなる改善の努力が望まれる。 

 

◆パブリックコメント 

 件数：９件（平成 26 年度：12 件） 

提出意見数としては、全く意見のないものが３件あった。 

このうち、狛江市和泉多摩川緑地都立公園誘致推進構想素案に対するパブリックコメントに

ついては、105 名から提出があり、関心が高いものについては多くの意見が出される傾向が見ら

れるが、全体としては少ない状況である。 

 

◆公聴会 

平成 17 年１月に、ゴミの有料化問題に関する公聴会以来、平成 27 年度まででは実施されて

いない。 

 

◆その他の市民参加手続き 

 16 件（平成 26 年度：20 件） 

内訳：市民説明会 10 件（26 年度 14 件）、ワークショップ０件（26 年度０件）、市民フォーラ

ム３件（26 年度３件）、その他３件（26 年度３件） 

 参加者等が０名という少ないものもあり、市民モニター制度の活用など、この状況を改善す

る対策が必要である。 

 

（3）審議会等の委員アンケート集計結果 

   平成27年度に市の審議会等に参加していた公募市民委員を対象に行ったアンケート結果の

特徴は次のとおりである。 

① 回答者の 64％が 60 代以上で、10～30 代は３％。   

② 審議会の会議内容については「充実していた」59％、「十分発言できた」55％、と前向

きに捉える人が多かったが、一方で「あまり発言できなかった」方も 32％となった。 

③ 会議への参加については、81％が良かったと述べているが、次回積極的に応募するかに

ついては 56％に止まった。 

 

２. 市民参加の実施等に係る評価 

（1）市民参加手続きの周知・普及 

パブリックコメントやその他の市民参加手続き等における実績が少ない状況が見受けられる。

平成 28 年度にはじまった市民モニター制度を活用する等、広めていく必要がある。 
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（2）無作為抽出制度の一層の活用 

 平成 26 年度に新たな試みとして実施された「無作為抽出制度」が成果を上げている。さら

に活用するとともに、無作為抽出で選出された方をはじめ、市民委員への説明、フォローを大

切にし、実効性のある審議会等の運用につながっていくことを期待したい。 

 

 

第三章 市民協働の評価 

 

１． 平成 27 年度の市民協働の実施状況 

（1）市民協働事業の種類 

市民協働の定義： 

「市の実施機関と市民公益活動を行う団体が行政活動等について共同して取組むこと」 

（基本条例第２条第２号） 

市民協働事業の種類：  

① 財政的支援 

② 参入の機会提供 

③ 共催・後援 

④ 意見交換・情報交換 

 

（2）市民協働の実施状況等【資料「平成 27 年度市民協働事業実施状況」参照】 

◆財政的支援 

総数は 23 件で、数年間の推移を見てもほぼ 20 件前後で固定しつつある。 

 財政的支援交付団体数は、平成 26 年度の 111 団体から 109 団体となっているが、避難所

運営協議会については新しい団体が立ち上がっている。 

 

◆参入の機会提供（委託、協定等） 

 総数は 46 件で、平成 26 年度より増加している。 

協定により実施される市民協働事業提案制度については、平成 26 年度から開始された行

政提案型について、４団体が次に掲げる協働事業を平成 27 年度に実施した。 

  ・終戦 70 周年平和祈念事業 

・みんなで「エンディングノート」を考え、作ろう！ 

 ・低炭素社会の実現に向けた再生可能エネルギー発掘等事業 

 ・生活保護についての正しい理解を深める協働フォーラム 

平成 28 年度は、市民協働事業提案制度により、２団体が事業を実施しているところであ

る。 

 

◆共催・後援 

総数は 205 件で平成 26 年度と比べて大きく増加した。 
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◆意見交換・情報交換 

総数は９件で平成 26 年度から増加した。フォーラムや意見交換会等、既存の事業だけで

なく工夫して市民参加に取組んでいる姿勢が見受けられる。 

 

２． 市民協働の実施等に係る評価 

（1）「市民協働事業提案制度」の促進 

平成 26 年度から「行政提案型市民協働事業」がスタートし、これまで０件の年もあったが、

継続的に実施されている。今後「市民提案型市民協働事業」においても申請が増加していく環

境整備が必要である。 

 

（2）市民協働に関する情報発信の充実 

市民協働に関する情報提供は、極めて重要であり、これで十分ということはない。４月に開

設した市民活動支援センターを有効に活用しなければならない。センター登録団体への働きか

けや、センターのネットワークを利用する等工夫が求められる。 

 

（3）市民協働事業件数増への取組み 

後期基本計画の目標（平成 31 年度までに 90 件）達成に向けて、さらに市民協働の機運を醸

成していく必要がある。 

 

以上 

 


